
２　食物アレルギー対応の具体的取組　　
※　詳細な担当を学校ごとに｢対応役割分担表｣(様式1-3-1)に定め，対応委員会で検討し全教職員に周知する。また，「対応役割分担表」を学務課へ報告する。
	対応内容
	時期
	担当

	
	
	市教委事務局
	管理職
	養護教諭
	担任
	栄養士

	１　対応申請の確認

	(1)
	入学に関する手続き

	
	小学校
	①
	学務課は，小学校新１年生の保護者に対して，就学時健診の通知により，相談窓口について周知する。
	9月
	●
	
	
	
	

	
	
	②
	小学校は，下記の書類を全保護者に配布する。
「アレルギー疾患のある児童への対応につ
いて（裏面：小学校給食における食物ア
レルギー対応について）」（様式2-2-2）
	就学時健診
	
	
	●
	
	●

	
	
	③
	小学校は，相談窓口を設置し，必要に応じて，相談・検査が可能な医療機関の案内や，入学前通園施設の確認などを行う。

相談内容を「就学時健康診断での相談内容」（資料2-2-4）に記入し，必要な保護者に下記の書類を配布する。
 (ｱ)「管理指導表」（様式2-1-1）
 (ｲ)「取組プラン」（様式2-1-2）
 (ｳ)「緊急時個別対応カード」（様式2-1-4）
 (ｴ)「管理指導表」について(様式2-8-2)
※必要に応じて
「管理指導表の記入のお願い｣(様式2-8-1)
「調布市立学校給食で使用する食材について」（資料2-8-3）
	就学時健診
	
	
	
	
	●

	
	
	④
	小学校は，下記の書類を活用し，新１年生全員の食物アレルギーの状況を把握する。
 (ｱ)「食物アレルギー等に係る調査」
（資料2-2-5）

 (ｲ)「食物アレルギー等に係る調査（欠席者用）」（資料2-2-6）
	就学時健診
または
保護者説明会
	
	
	●
	
	●


	対応内容
	時期
	担当

	
	
	市教委事務局
	管理職
	養護教諭
	担任
	栄養士

	(1)
	小学校
	⑤
	小学校は，「保健のしおり」等を活用し，対応を説明する。
また，就学時健診未受診等により希望する保護者に，前頁③の書類を配布する。
	保護者説明会
	
	
	●
	
	●

	
	中学校
	⑥
	学務課は，中学校新１年生の保護者に対して，「アレルギー疾患のある生徒への対応について（裏面：中学校給食における食物アレルギー対応について）」（様式2-2-3）と「食物アレルギーに係る調査」中学校用（資料2-2-18）を就学予定連絡票と一緒に郵送する。
	11月
	●
	
	
	
	

	
	
	⑦
	必要な保護者に下記の書類を配布する。

 (ｱ)「管理指導表」（様式2-1-1）
 (ｲ)「取組プラン」（様式2-1-3）
 (ｳ)「緊急時個別対応カード」（様式2-1-4）
※必要に応じて

「管理指導表の記入のお願い｣(様式2-8-1)
	11月～2月
　
	
	
	●
	
	

	
	
	⑧
	中学校は「保健のしおり」等を活用し，対応を説明する。資料2-2-18を回収し，把握する。
	保護者説明会
	
	●
	●
	
	●

	(2)
	次年度に向けた手続き

	
	①
	学校は，在校生に，「アレルギー疾患のある児童・生徒への対応について」(様式2-2-2または様式2-2-3）を配布する。
	１学期以降
	
	
	●
	●
	

	
	②
	学校は，次年度に向けた手続きを円滑に進めるため，アレルギー対応を実施している在校生の保護者に，下記の書類を送付し，更新時期を知らせる。
 (ｱ)「食物アレルギー対応に向けた面談実施について」(資料2-2-7または資料2-2-8)
 (ｲ)「管理指導表」（様式2-1-1）
 (ｳ)「取組プラン」（様式2-1-2または2-1-3）
 (ｴ)「緊急時個別対応カード」（様式2-1-4）
 (ｵ)｢管理指導表｣について(様式2-8-2)
※必要に応じて
 ｢管理指導表の記入のお願い｣（様式2-8-1）
	１学期以降
	
	
	●
	
	●


	対応内容
	時期
	担当

	
	
	市教委事務局
	管理職
	養護教諭
	担任
	栄養士

	(3)
	新規発症・診断及び転入に関する手続き

	
	①
	学校は，保護者からアレルギー対応申請の申し出があった場合，１(1)③または⑦の書類を配布し，速やかに対応が開始できるようにする。
	随時
	
	
	●
	●
	

	
	②
	学校は，保護者が書類提出に時間を要することが見込まれる場合には，以下の例を踏まえ，当面の間の対策を決定し，適切に対応を行う。
 (ｱ)新規発症疑いの場合
　　医療機関受診時に，医師から書面・口頭で指示を受け，その内容を基に対策を決定

 (ｲ)他地区からの転入・海外からの編入の場合
　　前住所地の国・地域の医師が作成した書類を持参していれば，「管理指導表」ではなくても，その内容を基に対策を決定
 (ｳ)医師の指示が確認できない場合
　　確認できるまでの間，弁当対応
	随時
	
	●
	
	
	

	
	③
	児童・生徒が転学する場合は，安全な給食環境を実現するため，配慮事項等を含む児童・生徒に関する情報を，学校間で共有する。
	随時
	
	●
	
	
	

	(4)
	その他

	
	①
	学務課は，市ホームページに食物アレルギー対応に関する資料や様式を掲載する。
	
	●
	
	
	
	

	
	②
	小学校は幼稚園・保育園と，中学校は小学校と，必要に応じて連携を図る。
	
	
	●
	●
	●
	●

	
	③
	学校は，主治医，学校医，医療機関と必要に応じて連携を図る。
	
	
	●
	●
	
	●

	２　個別面談，３　面談調書の作成

	(1)
	保護者への配布書類の記入について

	
	①
	「管理指導表」（様式2-1-1）は医師が記入し，保護者は同意欄に署名する。
	
	
	
	
	
	

	
	②
	「取組プラン」（様式2-1-2または2-1-3）は，事前調査票として保護者が「６　情報の共有について」まで記入し，同意欄に署名する。
	
	
	
	
	
	

	
	③
	「緊急時個別対応カード」（様式2-1-4）は太枠の項目を保護者が記入する。
	
	
	
	
	
	


	対応内容
	時期
	担当

	
	
	市教委事務局
	管理職
	養護教諭
	担任
	栄養士

	(2)
	学校は，下記の書類を活用し，保護者・面談参加者のスケジュールを調整して面談日を決定・通知する。
 (ｱ)「食物アレルギーに関する個人面談について(継続・新規)」(資料2-2-9)
 (ｲ)「個人面談日程通知」（資料2-2-10）
	【進級時】
1学期以降【その他】
随時
	
	
	●
	●
	●

	(3)
	学校は，管理職，栄養士，養護教諭，学級担任が参加し，保護者と面談を実施する。
校長は，上記教職員全員の参加が難しい場合，参加者を決定する。
なお，保護者から希望がある場合は，その都度対応について検討し，結果を「面談記録」（様式2-2-12）に記録する。
	【入学・進級時】2学期～次年度給食開始前
【その他】
随時
	
	●
	●
	●
	●

	(4)
	学校は，面談において，「管理指導表」（様式2-1-1），「緊急時個別対応カード」（様式2-1-4）の記載内容を確認する。
「取組プラン」（様式2-1-2または2-1-3）の記載内容を確認することをもって面談調書の作成とする。
	
	
	●
	●
	●
	●

	(5)
	面談においては「面談チェックリスト」(資料2-2-11)を活用し，確認漏れがないように留意する。また，確認内容は「面談記録」(様式2-2-12)に記入する。
	
	
	●
	●
	●
	●

	(6)
	学校は，より適切な対応を行うため，必要に応じて，下記の書類を活用し，保護者の意識啓発やセカンドオピニオン対応医療機関への受診勧奨を行う。
 (ｱ)「調布市立学校給食で使用する食材について」（資料2-8-3）
 (ｲ)「食物アレルギーに関する市内医療機関の受診について」(資料1-4-1)
	
	
	●
	●
	●
	●

	(7)
	保護者との信頼関係を築く場とする。
	
	
	●
	●
	●
	●

	(8)
	校長は，総括責任者として，対応を最終決定する。
	
	
	●
	
	
	

	４　対応委員会の設置と開催

	(1)
	校長は，対応委員会を設置し，参加者を決定する。
学校は，対応委員会で対応内容を検討・決定する。
ただし，進級時，従前と同じ対応内容で継続する場合は，面談の際に確認した「取組プラン」（様式2-1-2または2-1-3）の報告のみで可とする。
※必要に応じてセカンドオピニオン対応医療機関へ
の受診勧奨の要否を併せて協議する。
	給食開始前まで

及び随時
	
	●
	●
	●
	●

	内容
	時期
	担当

	
	
	市教委事務局
	管理職
	養護教諭
	担任
	栄養士

	(2)
	学校及び学務課は，検討に際して，学校医・主治医や専門医と連携する。
	
	●
	●
	●
	
	

	５　対応内容の把握

	(1)
	教育委員会事務局は，学校からの報告・相談を受け，内容を確認・把握し，対応決定のための環境整備や指導を行う。
	1～3月

及び随時
	●
	
	
	
	

	(2)
	学務課は，各校において適切なアレルギー対応を実施するために，医師会との連携により日常的な相談と管理指導表の適正化に向けた体制を整備する。
また，保護者にセカンドオピニオン対応医療機関への受診を促す仕組みを構築・運用する。
	
	●
	
	
	
	

	６　最終調整と情報の共有

	(1)
	学校は，「取組プラン」の「９対応委員会での検討・決定事項」欄に，学校での取組内容を記入する。
	1～3月
	
	
	●
	●
	●

	(2)
	学校は，下記の書類を活用し，アレルギー対応の内容について職員会議等で全教職員へ周知を図る。
 (ｱ)小学校「対応児童一覧表」(様式2-2-13)
 (ｲ)中学校「対応生徒一覧表」(様式2-2-14)
	給食開始前まで
	
	●
	
	
	

	(3)
	学校は，保護者に「取組プラン」の控えにより対応内容を通知する。必要に応じて面談を実施する。
	給食開始前まで

及び随時
	
	●
	●
	●
	●

	(4)
	対応児童・生徒のいる学級は，「ホットライン連絡方法」（資料3-1-1）に必要事項を記入し，下記の書類の写しと合わせて，緊急ファイルにまとめ，教室の所定の場所に保管する。教室移動が多い中学校で管理が難しい場合は，職員室の所定の場所に保管をする。原本は鍵のかかる場所に保管する。
 (ｱ)「管理指導表」（様式2-1-1）
 (ｲ)「取組プラン」（様式2-1-2または2-1-3）
 (ｳ)「緊急時個別対応カード」（様式2-1-4）
	給食開始前まで

及び随時
	
	
	
	●
	


	対応内容
	　
時期
	　　　担当

	
	
	市教委事務局
	管理職
	養護教諭
	担任
	栄養士

	(5)
	学校は，対応する全ての児童・生徒の下記の書類の写しを，総括ファイルにまとめ，校長室，職員室，保健室，事務室に保管する。

(ｱ)「管理指導表」（様式2-1-1）

(ｲ)「取組プラン」（様式2-1-2または2-1-3）

(ｳ)「緊急時個別対応カード」（様式2-1-4）
	給食開始前まで

及び随時
	
	●
	●
	
	●

	(6)
	学校は，新規発症に備えて「新規発症等対応カード」（様式3-2-3）を全学級の所定の場所で保管する。
	
	
	
	●
	●
	●

	(7)
	学校は，５月１日現在のアレルギー対応状況を，下記の書類により学務課に報告する。
(ｱ)「対応児童・生徒一覧表」(様式2-2-13/2-2-14)
(ｲ)「管理指導表」(様式2-1-1)の控え
(ｳ)「取組プラン」(様式2-1-2/2-1-3)の控え
(ｴ)「送付書兼受領書」(様式2-2-15)
転出入，除去解除等により対応の変更があった場合には，その都度報告する。
	５月１日
及び随時
	
	●
	●
	
	●

	(8)
	学務課は，学校から送付された書類を集約し，各校の対応内容を把握する。一緒に送付された｢送付書兼受領書｣（様式2-2-15）に必要事項を記入し，控えを学校へ返送する。
	４～５月

及び随時
	●
	
	
	
	

	(9)
	中学校は，生徒本人に中学校における食物アレルギー対応について説明する。
	【入学時】給食提供開始前まで
【その他】
随時
	
	●
	●
	
	●


	対応内容
	時期
	　　　担当

	
	
	市教委事務局
	管理職
	養護教諭
	担任
	栄養士

	７　対応の開始

	(1)
	小学校は，食物アレルギー対応に配慮した献立を作成・決定し，関係する教職員で給食に関する情報を共有する。
	
	
	●
	●
	●
	●

	(2)
	原材料表について

	
	①
	小学校は，原材料について栄養士が確認した後，調理員が再確認するとともに，保護者にも確認を依頼する。

ただし，変更がない場合は，年度毎の差替えは行わず，変更がない旨の報告のみで可とする。
	年度当初
	
	
	
	
	●

	
	②
	中学校は，小学校から原材料表を受け取り栄養士が確認するとともに保護者にも確認を依頼する。
	年度当初
	
	
	
	
	●

	
	③
	原材料表は，小学校栄養士が定期的に確認し，変更があった場合は，至急，新しい原材料表の添付または送付を給食食材納品事業者に依頼する。

事業者から新しい原材料表を入手後，速やかに中学校及び保護者に配布する。
	随時
	
	
	
	
	●

	(3)
	小学校における統一様式の使用（ピンクトレイを使用する児童のみ）

	
	①
	「詳細献立表」（様式2-2-16）「対応献立表」（様式2-1-5）

	
	
	ア　栄養士は，毎月，すべての食材を記載した詳細献立表と対応内容を記載した対応献立表を作成し，児童を経由して保護者に送付する。
	前月中
	
	
	
	●
	●

	
	
	イ　保護者は，内容を確認後，児童を経由して，対応献立表を学校へ返送する。
	前月中
	
	
	
	●
	●

	
	
	ウ　学校は，保護者から返送された対応献立表を確認し，確定する。
	前月中
	
	●
	
	●
	●

	
	②
	「対応カード」（様式2-1-6）

	
	
	ア　栄養士または調理員は，対応が必要な料理(持参も含む）ごとに作成し，食器に貼付する。
	
	
	
	
	
	●

	
	
	イ　栄養士，調理員及び担任(補教を含む)または管理職（不在時は事前に指名した担当者）は，給食提供までの段階でアレルギー対応が記載のとおりになされているか確認し，署名する。
	
	
	(●)
	
	●
	●

	
	
	ウ　対応カードは給食終了後回収し，対応の最終確認をする。
	
	
	●
	●
	●
	●

	対応内容
	時期
	担当

	
	
	市教委事務局
	管理職
	養護教諭
	担任
	栄養士

	(4)
	中学校における統一様式の使用

	
	「詳細献立表」（様式2-2-16）

	
	ア　栄養士は，毎月，献立作成ソフトを活用して，すべての食材を記載した詳細献立表を作成し，管理職に報告する。管理職の承認後，表記や記載内容に間違いがないか確認し，専用ファイルに入れ，生徒を経由して保護者に送付する。
	
	
	
	
	●
	●

	
	イ　保護者は，家庭用を受け取り，内容を確認後，押印または署名し，生徒を経由して学校へ専用ファイルを返却する。
	
	
	
	
	●
	●

	
	ウ　学校は，保護者から専用ファイルが返却されたことを確認し，詳細献立表を確定し，生徒本人に写しを配布する。
	
	
	●
	●
	●
	●

	(5)
	弁当や代替品の持参の確認（小学校でブルートレイを使用する児童を除く）

	
	学校は，持参予定の弁当や代替品を，児童・生徒が持参しているか確認する。保管場所については，学校の実情に合わせて校長が決定し，教育委員会に報告する。中学校は教職員へ持参の有無を報告するよう生徒本人に指導する。
	
	
	●
	
	●
	●

	(6)
	小学校における対応食器の使用（ピンクトレイを使用する児童のみ）

	
	対応食は，縁にオレンジ色のラインの入った対応食器に盛り付けて提供する。
　※代替品持参や喫食しない料理がある場合も同様
	
	
	
	
	●
	●

	(7)
	小学校における給食室での配膳（ピンクトレイを使用する児童のみ）

	
	①
	小学校は，対応のある日は原則として，普通食も含め給食室で１人分の給食をすべてセットする。
	
	
	
	
	
	●

	
	②
	給食室のスペース・対象児童の状況により対応が困難な場合は，担任(補教を含む)の監督下で，最初に配膳し，対応食以外を対応食や代替品などを含む1食分を教室でセットする。
	
	
	●
	
	●
	●

	
	③
	対応のない日は，担任(補教を含む)の監督下で，教室で最初に配膳する。
	
	
	
	
	●
	


	対応内容
	時期
	担当

	
	
	市教委事務局
	管理職
	養護教諭
	担任
	栄養士

	（8)
	小学校における喫食前の確認等

	
	①
	小学校は，１食分そろった給食を該当児童と一緒に，「対応献立表」・「対応カード」を照らし合わせ，児童のアレルギー対応が間違いないか確認してから「いただきます」を行う。
	
	
	(●)
	
	●
	

	
	②
	ピンクトレイを使用する児童は，対応食の有無にかかわらず全ての料理でおかわり禁止とする。量の多寡については，配膳の段階できめ細かな配慮をする。
	
	
	●
	
	●
	●

	(9)
	中学校における喫食前の確認

	
	当日の除去の有無に関わらず，給食の提供に当たってはアレルギー対応のある生徒の配膳を最初に行い，栄養士，教職員は1食分トレイに配膳した状態で詳細献立表を用いて生徒本人と確認する。
	
	
	
	●
	●
	●

	(10)
	学校における毎月及び毎日の対応の流れについてはフロー図（Ｐ20～Ｐ29）を参照。
	
	
	
	
	
	

	８　緊急対応，評価・見直し，給食指導他

	(1)
	学校は，万が一発症した場合の体制を整えておく。(⇒Ｐ32～緊急時の対応)
	
	
	●
	●
	●
	●

	(2)
	学校は，緊急時は，状況把握，応急処置，救急要請，学務課連絡等，役割分担に沿って適切に対処する。
対応内容については，追って学務課へ報告する。（⇒Ｐ32～緊急時の対応）
	
	
	●
	●
	●
	●

	(3)
	学校は，２(4)の面談時に，対応の評価と見直しを行う。
	1～3月
	
	●
	●
	●
	●

	(4)
	除去解除申請

	
	①
	学校は，保護者からアレルギー対応解除の希望があった場合，「除去解除申請書」（様式2-5-1）を配布し，学校へ提出するよう伝える。
	随時
	
	●
	●
	●
	●

	(5)
	学校は，給食指導による本人の自覚及び学級全体の理解の向上を図る。(⇒Ｐ36～給食指導)
	
	
	●
	●
	●
	●


	対応内容
	時期
	担当

	
	
	市教委事務局
	管理職
	養護教諭
	担任
	栄養士

	(6)
	ヒヤリ・ハット事例の検証・報告・分析

	
	①
	学校は，ヒヤリ・ハット事例が発生した場合には，学校内でそれらの情報を共有し，食物アレルギー対応委員会において検証し，対策を検討する。
	随時
	
	●
	
	
	

	
	②
	学校は，すべてのヒヤリ・ハット事例を，「情報共有レポート(食物アレルギー対応ヒヤリ・ハット）」（様式1-4-2）を使用し，学務課へ報告する。
	
	
	●
	
	
	

	
	③
	学務課は，ヒヤリ・ハット事例を分析し，学校へ周知する。
	
	●
	
	
	
	

	(7)
	教育委員会事務局は，管理指導表及びガイドライン等に関する研修の機会を設ける。
	
	●
	
	
	
	

	(8)
	教育委員会事務局は，根本的な事故防止策として，学校給食提供環境の整備について検討していく。併せて，国等への要請も検討する。
	
	●
	
	
	
	


ガイドラインＰ14・41


対応指針Ｐ14～17参照
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